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平成２６年度富士見市国民健康保険特別会計 

（事業勘定）予算（概要） 

 

 

１ 予算概要                                               

 

(1) 予算編成概要 

平成２６年度当初予算は、被保険者数は引き続き減少傾向にある一方、この間、増加

傾向にあった医療費総額は、平成２５年度は例年の推移通りであれば、減少に転ずる見

込みである。 

しかしながら、被保険者数が減少しているにも関わらず介護納付金は増額し、後期高

齢者支援金も微減に止まっている。また、共同事業においても拠出超過が見込まれるこ

とから、不足額は依然として一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況となってい

る。こうした中、平成２６年度の予算としては、前年度予算総額と比べ減額の予算編成

となった。 

 

 

(2) 予算規模 

 平成２６年度国民健康保険特別会計（事業勘定）当初予算額は、１１４億９８５万２

千円となり､前年度当初予算額に比べ２億３，４１７万円(Δ2.01%)の減となっている。 

これは、主に保険給付費２億８，０６９万２千円（Δ3.66%）の減が、大きな要因であ

る。 

 

２ 歳入予算の主な特徴                                               

   

(1) 国民健康保険税 

 被保険者数は、減少傾向にあり、一人当たりの調定額も前年度から引き続き横ばい 

であることから、平成２６年度収納を考慮した結果前年度より３，６４３万１千円減 

の２４億３，６２８万７千円を見込んだ。   

 

(2) 国庫支出金 

国庫支出金では、療養給付費等負担金について定率国庫負担の割合が３２％交付され

るが、医療費の減少に伴い減額となる。また、国庫補助金の財政調整交付金は、平成２

５年度の対象事業と過去の決算の実績額等を考慮し算出した結果、前年度より１，６３
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３万１千円減の２１億８，４８６万１千円を見込んだ。 

(3) 療養給付費交付金 

退職被保険者の医療費等に充てるものですが、団塊の世代が年齢到達により退職保険

者の資格を喪失していることから、１億２，４３６万２千円減の３億９，９１４万円を

見込んだ。 

 

(4) 前期高齢者交付金 

前期高齢者（６５歳から７４歳までの被保険者）にかかる医療費について、国民健康

保険、被用者保険間で財政調整が行われ、加入率が高い国民健康保険はこの調整金を受

け取るしくみとなっているが、当年度の概算交付金額は増えているが、前々年度の精算

は交付超過となり、相殺すると前年度より１億８９８万４千円減額の３１億６，２７７

万 7千円を見込んだ。  

 

(5) 県支出金 

高額医療費共同事業及び特定健康診査事業に係る県の負担分であり、一般被保険者の 

医療費等に充てられる。共同事業の拠出超過がみこまれるが、超過分が県調整交付金の

共同事業赤字補填分等で補てんされるため全体では、５，５０３万７千円増の６億１，

１４９万２千円を計上した。 

 

 

(6) 共同事業交付金 

高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業の交付金であり、ともに高額な医療費

の発生による保険者の財政運営の不安定を緩和することを目的としているもので、県内

の全市町村保険者を対象としている。連合会の試算値を基に、前年度より１億５，９２

６万９千円減の１３億２３３万９千円を見込んだ。 

 

 

(7) 繰入金 

一般会計からの繰入金は、拠出金等の負担増により、法定外分で前年度（７億４，１

０７万５千円）より 1億１，９３２万１千円増の８億６，０３９万６千円を、また法定

内分では、平成２６年度より被保険者の高齢化に伴う低所得世帯の増加に対する軽減分

の拡充（５割・２割）が見込まれることから、前年度（３億４，５２２万７千円）より

３，２３２万６千円増の、３億７，７５５万３千円となり、合計で前年度（１０億８，

６３０万４千円）より１億５，１６４万７千円増の総合計で１２億３，７９５万１千円

を見込んだ。 
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３  歳出予算の主な特徴                                               

 

(1) 総務費 

国の負担金や補助金、月報等で使用しているシステムが、国の方針によるバージョン

アップのため、その対応システムの導入に伴う増額等で、前年度と比較して４．４１％

増の５，５９６万８千円で見込んだ。 

 

(2) 保険給付費 

被保険者数は、引き続き減少傾向にあることや、平成２５年度の医療費は、例年の推

移通りであれば、減少に転ずる見込みであることから、平成２６年度においても同様の

傾向が継続すると予測され、前年度と比較して２億８，０６９万２千円減の７３億８，

０３３万５千円を見込んだ。   

 

 

(3) 後期高齢者支援金等 

後期高齢者医療制度への保険者の支援金は、年々増加傾向にありますが、前々年度の

精算が交付超過であったことから相殺され前年度と比較して、０．８５％減の１６億２，

８６９万７千円を見込んだ。  

 

 

(4) 介護納付金 

４０歳から６５歳未満の２号被保険者分として社会保険診療報酬支払基金へ支出する

もので、前年度より６１９万９千円増の６億４，６３７万３千円を見込んだ。    

 

 

(5) 共同事業拠出金 

高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業に要する費用に充てるため、国民健康

保険団体連合会へ納付する拠出金。(県内全ての市町村国保保険者が埼玉県国民健康保険

団体連合会に拠出する)前年度より４，７７９万円増の１４億９，６００万９千円を見込

んだ。  

 

 

(6)  保健事業費 

特定健康診査、特定保健指導及び人間ドックに係る費用。平成２６年度においては、

目標値及び実態等に基づき、前年度比３９０万１千円増の１億４，４５４万８千円を見

込んだ。 


